
令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 総務部事務事業 01746 交通安全市民運動推進協議会支援事業事務事業名番号 担当課 安心安全課
政策名 002 くらし（みどりあふれる快適で暮らし続けたいまちづくり） 担当課長 石神　修
施策名 006 市民生活の安全性の向上 グループ 交通防犯グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 交通安全対策の推進 内線番号 1161
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 02 総務費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和46年度期間
項 01 総務管理費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 16 交通防犯対策費  根拠法令・条例等 霧島市交通安全市民運動推進協議会会則

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　市民総ぐるみの交通安全を目的に組織されている交通安全市民運動推進協議会が、円滑な活動を行えるよう補助金を交付する。
　同協議会は、市内の官公署、企業・事業所、交通安全関連団体、地区自治公民館等で構成され、安心安全課交通防犯グループがその事務を担当
している。
（協議会活動内容）
・各季交通安全期間中の交通街頭キャンペーンや交通安全立哨、交通安全広報活動
・交通事故多発地域への注意喚起看板等の設置

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

交通安全街頭キャンペーン 回ア 21 21 21 21 21
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 人口 人ア 124,785 126,230 124,367 126,490 123,908
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
交通安全市民運動により交通事故に遭わな
くなる 交通事故死傷者数 人ア 844 830 696 750 700

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　交通安全意識の高揚を図るために、年齢層に応じた交通安全教室を開催するとともに、警察及び各種団体と連携した交通安全キャンペーンや交
通立哨等を積極的に実施します。
　特に、高齢者の交通事故が多発していることから、高齢運転者の免許証の自主返納を促進するとともに、高齢歩行者が犠牲となる事故を防止す
るため、夜光反射材の着用等を推進します。
　また、道路反射鏡、防護柵等の交通安全施設の整備など道路環境の充実を図り、交通事故が起こりにくい環境整備に努めます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　継続的な交通安全活動の取り組みにより、交通事故の認知件数、負傷

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0者数は年々減少しているが、高齢者が関係する交通事故は依然として高
い割合を示している。県民の総力をあげて交通事故をなくす県民運動の 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0中でも「高齢者の交通事故防止」を最重点と位置づけており、免許証の
自主返納や夜行反射材の着用等を呼びかけて交通故の削減を目指す。 地 方 債 千円 0 0 0 0 0

そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 180 180 180 180 180

事業費 千円 180 180 180 180 180

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

　各季の交通安全運動週間中を中心に加入団体がそれぞれの取組を行い 　各季の交通安全運動週間の期間中に交通安全街頭キャンペーンを実施
、また、警察署主催で行われる出発式に参加し合同立哨を実施した。 し、市民の交通安全に対する意識の高揚が図られ、交通事故件数は減少
　※市内248の事業所・団体が、交通立哨や広報活動等を行った。 した。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 総務部事務事業 事務01746 交通安全市民運動推進協議会支援事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
　平成31年度はこれまでの継続的な取り組みにより、交通事故死傷者

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
数の目標値を大幅に下回った。市民の交通安全に対する意識の高揚は
全市を挙げての継続的な啓発が必要なことから引き続き取り組む必要

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 がある。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　継続的な交通安全活動の取り組みにより、交通事故の認知件数、負傷者数は年々減少しているが、高齢者が
関係する交通事故は依然として高い割合を示している。県民の総力をあげて交通事故をなくす県民運動の中で
も「高齢者の交通事故防止」を最重点と位置づけており、免許証の自主返納や夜行反射材の着用等を呼びかけ
て交通事故の削減を目指す。（２）令和 2年度の改革改善の内容

　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　各関係機関が一体となって、各種運動を継続的に取り組むことにより、第10次霧島市交通安全基本計画（平
成28年度～令和2年度）の道路交通の安全についての目標（交通事故発生件数650件以下、死傷者数750人以下
）達成を目指す。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 総務部事務事業 事務01746 交通安全市民運動推進協議会支援事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                180                180                180
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               180                180                180計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                180                180                180
計                180                180                180

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         180
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         180

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 総務部事務事業 01747 交通安全施設整備事業事務事業名番号 担当課 安心安全課
政策名 002 くらし（みどりあふれる快適で暮らし続けたいまちづくり） 担当課長 石神　修
施策名 006 市民生活の安全性の向上 グループ 交通防犯グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 交通安全対策の推進 内線番号 1161
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 02 総務費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和35年度期間
項 01 総務管理費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 16 交通防犯対策費  根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　交通の円滑と交通事故防止を図るため、カーブミラー、ガードレール、警戒標識、区画線等を設置し、これらの維持管理をも行う。また、交通
危険箇所等の点検も行う。
　事業は、地区自治公民館等の要望を取りまとめたまちづくり実施計画書に基づき、現地を確認後実施する。交通危険箇所点検は、主要交差点等
を主に行う。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

交通安全施設設置箇所数 箇所ア 101 120 93 120 0
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市域 設置要望箇所数 箇所ア 132 135 194 135 135
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

道路交通の安全を確保する 設置箇所数/要望箇所数 ％ア 77.30 88.90 47.93 88.90 88.90
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　交通安全意識の高揚を図るために、年齢層に応じた交通安全教室を開催するとともに、警察及び各種団体と連携した交通安全キャンペーンや交
通立哨等を積極的に実施します。
　特に、高齢者の交通事故が多発していることから、高齢運転者の免許証の自主返納を促進するとともに、高齢歩行者が犠牲となる事故を防止す
るため、夜光反射材の着用等を推進します。
　また、道路反射鏡、防護柵等の交通安全施設の整備など道路環境の充実を図り、交通事故が起こりにくい環境整備に努めます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　予算の範囲内で地区毎に緊急性の高いものから優先順位を決め、設置

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0地区にばらつきのないように設置していく。
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 31,974 32,003 31,704 32,003 32,003

事業費 千円 31,974 32,003 31,704 32,003 32,003

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

　自治会等やまちづくり実施計画で要望された交通安全施設について、 　交通安全施設を整備し、道路環境の充実を図ったことで、交通事故発
下記のとおり整備し、交通の円滑と交通事故防止を図った。 生件数の抑止につながった。

　今年度中の信号機の設置は、国分中央四丁目交差点及び国分川内地区
（工事内容） 交差点に新設された。
　・道路路反射鏡　　　　　40基
　・防護柵　　　　　　　　27箇所　　　   615.50ｍ
　・区画線　　　　　　　　27箇所　　　15,021ｍ
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 総務部事務事業 事務01747 交通安全施設整備事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
　交通事故の発生を事前に防止するための、道路反射鏡、防護柵等の

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
交通安全施設の整備や道路環境の充実は、道路管理者である市が行う
必要がある。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　予算の範囲内で地区毎に緊急性の高いものから優先順位を決め、設置地区にばらつきのないように設置して
いく。

（２）令和 2年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　前年度からの要望箇所を優先し、その他は前年度同様、予算の範囲内で地区毎に緊急性の高いものから優先
順位を決め、設置地区にばらつきのないように設置していく。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 総務部事務事業 事務01747 交通安全施設整備事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費              2,071              2,000              2,000

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料              2,071              2,000              2,000
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  1                  3                  3
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  1                  3                  3
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費             29,632             30,000             30,000
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

            31,704             32,003             32,003計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源             31,704             32,003             32,003
計             31,704             32,003             32,003

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      32,003
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0        -109
予算合計            0      31,894

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 総務部事務事業 01749 交通安全専門指導員事業事務事業名番号 担当課 安心安全課
政策名 002 くらし（みどりあふれる快適で暮らし続けたいまちづくり） 担当課長 石神　修
施策名 006 市民生活の安全性の向上 グループ 交通防犯グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 交通安全対策の推進 内線番号 1161
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 02 総務費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和47年度期間
項 01 総務管理費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 16 交通防犯対策費  根拠法令・条例等 霧島市交通安全専門指導員条例

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　市民に道路交通法令の遵守を促し、交通事故を未然に防止するため、交通安全専門指導員を置く。
　指導員は、警察並びに交通安全に関する機関、及び団体の指導協力を得て、交通指導及び誘導をし、交通事故防止並びに交通の円滑を図るもの
である。
(業務内容）
・交通安全教室開催申込受付事務
・交通安全教室の実施
・交通街頭指導、交通安全車による広報活動、街頭キャンペーン等

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

交通安全教室開催回数 回ア 216 220 208 220 220
指導員の配置人数 人イ 4 4 4 4 4

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 人口 人ア 124,785 126,230 124,367 126,490 123,908
交通弱者数（小・中学生、65歳以上の高齢
者） 人数 人イ 45,409 45,000 44,924 45,000 45,000

ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

交通安全意識を高めてもらう。交通安全教育を受講した人の数 人ア 22,908 23,000 22,102 23,000 23,000
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　交通安全意識の高揚を図るために、年齢層に応じた交通安全教室を開催するとともに、警察及び各種団体と連携した交通安全キャンペーンや交
通立哨等を積極的に実施します。
　特に、高齢者の交通事故が多発していることから、高齢運転者の免許証の自主返納を促進するとともに、高齢歩行者が犠牲となる事故を防止す
るため、夜光反射材の着用等を推進します。
　また、道路反射鏡、防護柵等の交通安全施設の整備など道路環境の充実を図り、交通事故が起こりにくい環境整備に努めます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　交通人身事故の発生件数、負傷者数は年々減少しているが、高齢者の

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0占める割合が高くなっていることを念頭に、高齢者の方々に交通安全意
識を高めてもらうよう教室の内容も随時工夫して進める。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0　また、平成29年10月から県の自転車条例で自転車保険への加入と中学
生以下の子にヘルメットを着用させる保護者の義務も定められており、 地 方 債 千円 0 0 0 0 0自転車の安全利用についてもさらなる取組みを進めていく。

そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 6,887 7,098 6,742 8,532 8,532

事業費 千円 6,887 7,098 6,742 8,532 8,532

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

　交通安全に関する知識の普及と交通安全思想の高揚を図ることを目的 　受講対象者に合わせた内容の交通安全教室等を実施し、交通安全に関
とし、次のとおり交通安全教室を実施した。 する知識の普及と交通安全思想の高揚を図ったことで、交通事故発生件

数の減少につながった。
幼稚園・保育園（回数：52回、受講者数： 4,587人）
小・中・高等学校等（回数：58回、受講者数：12,811人）
一般（回数：6回、受講者数： 532人）
高齢者（回数：36回、受講者数：768人）
体験型教室（回数：56回、受講者数：3,334人）
年間合計（回数：208回、受講者数： 22,102人）
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 総務部事務事業 事務01749 交通安全専門指導員事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
　受講対象者に合わせた内容の交通安全教室等を実施し、交通安全に

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
関する知識の普及と交通安全思想の高揚を図ることで、交通事故発生
件数の減少につながることから、継続的に取り組む必要がある。今後

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 、未受講者に対する受講勧奨を勧めることでさらなる成果向上を図り
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 たい。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　交通人身事故の発生件数、負傷者数は年々減少しているが、高齢者の占める割合が高くなっていることを念
頭に、高齢者の方々に交通安全意識を高めてもらうよう教室の内容も随時工夫して進める。
　また、平成29年10月から県の自転車条例で自転車保険への加入と中学生以下の子にヘルメットを着用させる
保護者の義務も定められており、自転車の安全利用についてもさらなる取組みを進めていく。（２）令和 2年度の改革改善の内容

　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　今後も、市民の交通安全に対する意識高揚を図るために、交通安全教室を継続して実施するとともに、未実
施団体にも参加を呼びかけて交通事故の防止に努める。
　特に、高齢者や子どもの交通事故防止を最重点に、横断歩行や自転車利用等の安全教育に努める。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 総務部事務事業 事務01749 交通安全専門指導員事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0              6,732              6,732
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0              1,439              1,439
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金              6,613                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                254                254
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                129                107                107

消 耗 品 費                129                107                107
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             6,742              8,532              8,532計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              6,742              8,532              8,532
計              6,742              8,532              8,532

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       7,098
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       7,098

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 総務部事務事業 01750 交通安全母の会運営支援事業事務事業名番号 担当課 安心安全課
政策名 002 くらし（みどりあふれる快適で暮らし続けたいまちづくり） 担当課長 石神　修
施策名 006 市民生活の安全性の向上 グループ 交通防犯グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 交通安全対策の推進 内線番号 1161
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 02 総務費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和55年度期間
項 01 総務管理費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 16 交通防犯対策費  根拠法令・条例等 霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　霧島市交通安全母の会が円滑な活動を行えるよう、補助金を交付して支援している。
　霧島市交通安全母の会は、｢交通安全は家庭から」をモットーに、家庭内における交通安全教育の推進者となるほか、交通安全思想の普及と交
通道徳の高揚に努め、交通事故のない明るい平和なまちづくりに寄与することを目的とし、会の目的に賛同している母親をもって構成している。
　主な取組みとして、交通安全街頭キャンペーンへの参加、各小学校周辺交差点における子ども登校時の交通立哨活動、県下一斉飲酒運転根絶運
動等を行っている。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

飲酒運転根絶キャンペーン開催数 回ア 7 7 7 7 7
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 人口 人ア 124,785 126,230 124,367 126,490 123,908
交通安全母の会 会員数 人イ 11,365 11,000 11,264 11,000 11,000

ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

交通事故に遭わなくなる 交通事故死傷者数 人ア 844 830 696 750 700
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　交通安全意識の高揚を図るために、年齢層に応じた交通安全教室を開催するとともに、警察及び各種団体と連携した交通安全キャンペーンや交
通立哨等を積極的に実施します。
　特に、高齢者の交通事故が多発していることから、高齢運転者の免許証の自主返納を促進するとともに、高齢歩行者が犠牲となる事故を防止す
るため、夜光反射材の着用等を推進します。
　また、道路反射鏡、防護柵等の交通安全施設の整備など道路環境の充実を図り、交通事故が起こりにくい環境整備に努めます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　交通事故に占める高齢者の割合が年々増加しており、交通安全母の会

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0の方々が高齢者の自宅を訪問して交通安全を呼びかける高齢者訪問事業
等は効果の高い事業と思われるので、飲酒運転撲滅キャンペーンやその 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0他の取組みも含めて交通安全母の会ならではの活動として、市民の交通
安全に対する意識高揚のための活動として継続的に取り組んでもらう。 地 方 債 千円 0 0 0 0 0

そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 470 470 470 461 461

事業費 千円 470 470 470 461 461

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

　各季の交通安全期間中は、通学路等における交通立哨指導等を実施し 　交通安全街頭キャンペーンへの参加など、さまざまな取り組みを実施
、秋には、交通事故等が多発している地区の高齢者宅を訪問して交通安 していただき、市民の交通安全意識を高めていくことで、交通事故死者
全用品やチラシを配布し、交通事故防止を呼びかけた。また、年末には 数や発生件数の減少につながった。
県下一斉飲酒運転根絶運動を実施し、飲酒運転の追放運動に努めた。 　交通安全教室等に参加されていない高齢者も含めて自宅を訪問して啓

発を行ったことで、交通事故の未然防止にもつながった。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 総務部事務事業 事務01750 交通安全母の会運営支援事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
　各季の交通安全期間中は、通学路等における交通立哨指導等を実施

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
し、秋には、交通事故等が多発している地区の高齢者宅を訪問して交
通安全用品やチラシを配布し、交通事故防止を呼びかけている。また

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 、年末には県下一斉飲酒運転根絶運動を実施し、飲酒運転の追放運動
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 に努め事故抑制に一定の効果があった。市内唯一の活動組織であるこ

とから継続して取り組む必要がある。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　交通事故に占める高齢者の割合が年々増加しており、交通安全母の会の方々が高齢者の自宅を訪問して交通
安全を呼びかける高齢者訪問事業等は効果の高い事業と思われるので、飲酒運転撲滅キャンペーンやその他の
取組みも含めて交通安全母の会ならではの活動として、市民の交通安全に対する意識高揚のための活動として
継続的に取り組んでもらう。（２）令和 2年度の改革改善の内容

　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　高齢者の交通事故防止は最重点に取り組む交通安全活動の課題であり、高齢者訪問事業等や飲酒運転撲滅キ
ャンペーン、その他の交通安全母の会ならでは各種活動を継続してもらい、市民の交通安全に対する意識高揚
のために貢献してもらう。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 総務部事務事業 事務01750 交通安全母の会運営支援事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                470                461                461
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               470                461                461計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                470                461                461
計                470                461                461

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         470
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         470

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 総務部事務事業 01752 防犯組合連合会運営事業事務事業名番号 担当課 安心安全課
政策名 002 くらし（みどりあふれる快適で暮らし続けたいまちづくり） 担当課長 石神　修
施策名 006 市民生活の安全性の向上 グループ 交通防犯グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 防犯対策の推進 内線番号 1161
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 02 総務費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和48年度期間
項 01 総務管理費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 16 交通防犯対策費  根拠法令・条例等 霧島市安心安全まちづくり条例

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　市内の暗がりを無くし、市民が安心して暮らせる安全なまちづくりを目指し、自治会が集落内に防犯灯を設置する事業費の補助金を霧島市防犯
組合連合会に交付する。
　設置した防犯灯の電気料等の維持管理は、自治公民館、自治会が行う。
・　霧島市防犯組合連合会の組織概要
　　各地区自治公民館を単位として組織された7地区(旧市町ごと）の防犯組合連絡協議会を一元化した団体(事務局：安心安全課）
・　主な事務
　　各地区自治公民館長へ設置要望の取りまとめ依頼や要望箇所の現地調査
　　九電・NTT柱併設等設置占有許可申請手続き事務。入札事務。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

防犯灯の設置数(LED取替含む） 基ア 1,235 810 1,381 810 810
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市域 防犯灯の設置要望箇所数(LED取替含む）箇所ア 1,235 850 1,395 850 850
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

安心して通行できるようになる防犯灯が設置された箇所数（LED取替含む）箇所ア 1,235 810 1,381 810 810
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　警察や防犯協会等の関係機関との連携や「霧島市あんしん・あんぜん検定」の継続的な実施を通じ、防犯に関する情報発信や意識啓発を図り、
「自らの安全は自らで守る」、「地域の安全は地域で守る」という防犯意識の高揚を図ります。
　また、防犯パトロール隊の自主的な活動を支援することで、地域の防犯力を高めるとともに、防犯設備（防犯灯・安全灯等）の計画的な整備を
行うことにより、犯罪の起きにくい環境整備に努めます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　犯罪防止のためにLED防犯灯を整備（新設）するとともに、既存防犯

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0灯（蛍光灯）については、LED器具への交換を促進し、各自
治会等の維持管理費の負担軽減を図る。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 20,000 20,000 0 20,000 20,000
一 般 財 源 千円 675 677 20,677 680 680

事業費 千円 20,675 20,677 20,677 20,680 20,680

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

　防犯灯1,254基を設置し、犯罪の未然防止を図った。 　防犯灯を整備したことにより、集落内の暗がりが減少し犯罪の抑止に
　　・新設（LED）　　　103基 効果があった。老朽化した既設防犯灯（蛍光灯）のLED器具交換数が増
　　・LED取替　　　　1,278基 えて、自治会の維持管理の負担が軽減された。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 総務部事務事業 事務01752 防犯組合連合会運営事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

□ ■削減できない 削減できない

■ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
　市内に自治会が管理する防犯灯が8,512灯あり、市民が安心して暮

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
らせるまちづくりを担っている。現在、LED化率が45％であり引き続
き、長寿命化・省エネ化・効率化の観点から自治会の負担を軽減すべ

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 く継続して取り組む必要がある。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　犯罪防止のためにLED防犯灯を整備（新設）するとともに、既存防犯灯（蛍光灯）については、LED器具への
交換を促進し、各自治会等の維持管理費の負担軽減を図る。

（２）令和 2年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　犯罪防止のために防犯灯の新規設置も進めるが、既存防犯灯（蛍光灯）のLED器具への交換を促進すること
により、各自治会等の維持管理の負担軽減を図る。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 総務部事務事業 事務01752 防犯組合連合会運営事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                182                182                182
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金             20,495             20,498             20,498
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

            20,677             20,680             20,680計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0             20,000             20,000

一 般 財 源             20,677                680                680
計             20,677             20,680             20,680

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      20,677
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0      20,677

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 総務部事務事業 01753 防犯パトロール隊支援事業事務事業名番号 担当課 安心安全課
政策名 002 くらし（みどりあふれる快適で暮らし続けたいまちづくり） 担当課長 石神　修
施策名 006 市民生活の安全性の向上 グループ 交通防犯グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 防犯対策の推進 内線番号 1161
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 02 総務費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成18年度期間
項 01 総務管理費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 16 交通防犯対策費  根拠法令・条例等 霧島市安心安全まちづくり条例

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　市民が安心して暮らせる安全なまちづくりを推進するため、子どもの登下校時の見守り活動や日常生活(通勤、買物、散歩）を通じて自主的に
パトロールする防犯パトロール隊の結成促進と既存パトロール隊の活動の活性化を図るために平成29年度から事業内容の見直しを行った。
　平成29年度から霧島市防犯組合連合会が防犯パトロール隊支援事業の窓口になり、結成（新規）団体の場合３万円、継続（既存）団体の場合、
１万円を１団体当たりの助成限度額として支援する。
　※従前は、パトロール隊結成時に５万円を上限に１回限りの支援を行っていたが、既存団体からの再支給要望に対応した。
（対象となる団体）
　　自治会、事業所等の１０人以上で組織し、パトロール地域を管轄する警察署長において把握され、1年以上活動を継続できる非営利団体。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

防犯パトロール用品支援団体数(結成団体数） 団体ア 2 2 1 2 2
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 人口 人ア 124,785 126,230 124,367 126,490 123,908
防犯パトロール隊が未結成の地域自治会数 自治会イ 120 116 115 114 112

ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

防犯パトロール隊が結成される防犯パトロール隊が結成できた自治会/自治
会数 ％ア 86 86.40 86.40 86.60 86.80

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　警察や防犯協会等の関係機関との連携や「霧島市あんしん・あんぜん検定」の継続的な実施を通じ、防犯に関する情報発信や意識啓発を図り、
「自らの安全は自らで守る」、「地域の安全は地域で守る」という防犯意識の高揚を図ります。
　また、防犯パトロール隊の自主的な活動を支援することで、地域の防犯力を高めるとともに、防犯設備（防犯灯・安全灯等）の計画的な整備を
行うことにより、犯罪の起きにくい環境整備に努めます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　未結成地域への結成促進を図るとともに、活動が低迷している既存の

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0防犯パトロール隊もあるので、組織の活性化や見直しも必要であり、支
援事業を活用したパトロール用品の再支給により、装備の充実を図り、 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0組織の活性化を図る。

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 445 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 0 760 424 630 630

事業費 千円 445 760 424 630 630

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

　令和元年度は、1つの新たな防犯パトロール隊が結成された。100の団 　各防犯パトロール隊からの支援事業の希望により、ベスト・帽子・マ
体のうち、希望があった42団体に防犯パトロール用品を支給した。 グネット・のぼり旗を支給し、防犯意識の高揚や犯罪抑止に努めてもら

った。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 総務部事務事業 事務01753 防犯パトロール隊支援事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
　自分たちのまちは自らで守ろうという防犯パトロール隊の活動を市

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
として支援しようとするものである。犯罪のない安心安全なまちづく
りを目指すための一助として必要なことから、継続して取り組む必要

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 がある。防犯パトロール隊が未結成の地域や、活動を一時停止してい
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 る隊へのアプローチを推進しさらなる成果向上に努める。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　未結成地域への結成促進を図るとともに、活動が低迷している既存の防犯パトロール隊もあるので、組織の
活性化や見直しも必要であり、支援事業を活用したパトロール用品の再支給により、装備の充実を図り、組織
の活性化を図る。

（２）令和 2年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　犯罪の起きにくい環境づくりのためには、市民ひとりひとりが防犯意識を高めることが重要であり、自主防
犯パトロール隊の活動が活性化するように支援していく。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評

IP27P041



担当部 総務部事務事業 事務01753 防犯パトロール隊支援事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                424                630                630
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               424                630                630計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                424                630                630
計                424                630                630

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         760
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0         760

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 総務部事務事業 01754 霧島・横川地区交通安全協会運営支援事業事務事業名番号 担当課 安心安全課
政策名 002 くらし（みどりあふれる快適で暮らし続けたいまちづくり） 担当課長 石神　修
施策名 006 市民生活の安全性の向上 グループ 交通防犯グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 交通安全対策の推進 内線番号 1161
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 02 総務費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和23年度期間
項 01 総務管理費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 16 交通防犯対策費  根拠法令・条例等 霧島市補助金等の種類及び補助率に関する要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　霧島地区交通安全協会と横川地区交通安全協会が円滑に活動できるよう、補助金を交付する。
　霧島地区交通安全協会と横川地区交通安全協会は、交通安全の推進を目的として設立され、市民を会員として運営されている団体である。
　主な取組みとして、各季交通安全運動期間中の街頭キャンペーン、主要交差点での街頭交通立哨、広報啓発活動（交通安全運動チラシの作成配
布、広報車による巡回広報等）を行なっている。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

交通安全運動チラシの作成枚数 枚ア 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000
街頭キャンペーン 回イ 4 4 4 4 4
街頭立哨 日ウ 20 20 0 20 20

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 人口 人ア 124,785 126,230 124,367 126,490 123,908
交通安全協会会員 人数 人イ 28,000 28,000 28,000 28,000 28,000

ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

交通事故に遭わなくなる 交通事故死傷者数 人ア 844 830 696 750 700
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　交通安全意識の高揚を図るために、年齢層に応じた交通安全教室を開催するとともに、警察及び各種団体と連携した交通安全キャンペーンや交
通立哨等を積極的に実施します。
　特に、高齢者の交通事故が多発していることから、高齢運転者の免許証の自主返納を促進するとともに、高齢歩行者が犠牲となる事故を防止す
るため、夜光反射材の着用等を推進します。
　また、道路反射鏡、防護柵等の交通安全施設の整備など道路環境の充実を図り、交通事故が起こりにくい環境整備に努めます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　年間を通じた交通安全活動（交通立哨、広報、キャンペーン等）の実

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0施等により、交通事故件数は減少しているが、高齢者の交通事故に占め
る割合の増加や直近３ヵ年（H27～H30）の本市で発生した交通事故死者 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0数が県内でトップクラスであることを念頭に、地域住民の方の交通安全
意識の高揚が図られるように、地道に継続的な活動を実施する。 地 方 債 千円 0 0 0 0 0

そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 1,144 1,144 1,144 1,123 1,123

事業費 千円 1,144 1,144 1,144 1,123 1,123

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

　各季交通安全運動期間中の街頭キャンペーン、主要交差点での街頭交 　交通事故の死亡者数は平成28年で8名、平成29年で9名、平成30年で5
通立哨、広報啓発活動（交通安全運動チラシの作成配布、広報車による 名と高い水準で推移していたが、令和元年の死亡事故は0件と事故件数
巡回広報等）を行ない、市民の交通安全に対する意識高揚を図った。 、傷者数は前年度より減少した。
　令和元年にあっては交通死亡事故は発生していないが、運動期間中以
外にも交通安全協会の各支部での交通立哨等の実施回数を増やし緊急の
取り組みも行った。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 総務部事務事業 事務01754 霧島・横川地区交通安全協会運営支援事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
　交通事故の死亡者数は平成28年で8名、平成29年で9名、平成30年で

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
5名と高い水準で推移していたが、令和元年にあっては0件であった。
一方で事故発生件数は545件と依然として高い水準であることから交

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 通安全協会組織の継続的な活動が必要である。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　年間を通じた交通安全活動（交通立哨、広報、キャンペーン等）の実施等により、交通事故件数は減少して
いるが、高齢者の交通事故に占める割合の増加や直近３ヵ年（H28～R元）の本市で発生した交通事故死者数が
県内でトップクラスであることを念頭に、地域住民の方の交通安全意識の高揚が図られるように、地道に継続
的な活動を実施する。（２）令和 2年度の改革改善の内容

　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　年間を通じた交通安全活動（交通立哨、広報、キャンペーン等）を継続することにより、地域住民の交通安
全意識の高揚を図り、交通事故の抑制に努める。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 総務部事務事業 事務01754 霧島・横川地区交通安全協会運営支援事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金              1,144              1,123              1,123
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             1,144              1,123              1,123計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              1,144              1,123              1,123
計              1,144              1,123              1,123

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       1,144
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       1,144

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 総務部事務事業 01756 高齢者運転免許証自主返納支援事業事務事業名番号 担当課 安心安全課
政策名 002 くらし（みどりあふれる快適で暮らし続けたいまちづくり） 担当課長 石神　修
施策名 006 市民生活の安全性の向上 グループ 交通防犯グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 交通安全対策の推進 内線番号 1161
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 02 総務費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成22年度期間
項 01 総務管理費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 16 交通防犯対策費  根拠法令・条例等 道路交通法第104条の4

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　多発する高齢者の交通事故防止と公共交通（バス）の利用促進を図るために、霧島市と市内を運行するバス事業者、警察が連携し、高齢者が運
転免許証を自主返納した場合に特典を設ける。
○対象者： 市内に居住する65歳以上の運転免許証自主返納者(平成22年4月1日以降、霧島署又は 横川署に運転免許の取消申請を行い、運転免許
自主返納カードを 所持する方）
○特典内容：発行額7,700円分の「かごしま共通乗車カード」を、申請した対象者に1回限りで無償交付
○費用負担：霧島市がバス事業者から7,500円で購入

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

「かごしま共通乗車カード」の交付件数 件ア 274 400 399 400 400
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

６５歳以上の高齢ドライバー 65歳以上の運転免許保有者 人ア 20,918 21,000 21,675 21,000 21,000
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
65歳以上の運転免許の自主返納者を増加さ
せる

65歳以上の運転免許自主返納者数（免許取消
申請者数） 人ア 437 400 603 400 400

免許人口に占める高齢者免許人口の割合を
減少させる 65歳以上の免許人口/免許人口 ％イ 24 20 24.95 20 20

ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　交通安全意識の高揚を図るために、年齢層に応じた交通安全教室を開催するとともに、警察及び各種団体と連携した交通安全キャンペーンや交
通立哨等を積極的に実施します。
　特に、高齢者の交通事故が多発していることから、高齢運転者の免許証の自主返納を促進するとともに、高齢歩行者が犠牲となる事故を防止す
るため、夜光反射材の着用等を推進します。
　また、道路反射鏡、防護柵等の交通安全施設の整備など道路環境の充実を図り、交通事故が起こりにくい環境整備に努めます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　平成31年度の「県民の総力を上げて交通事故をなくす県民運動」の最

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0重点として「高齢者の交通事故防止」を掲げて関係機関が連携して取り
組むこととしており、本市においても高齢者の交通事故防止の支援措置 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0のひとつとして免許証自主返納制度に取り組む。
　なお、平成30年度から市が「かごしま共通乗車カード（利用可能額は 地 方 債 千円 0 0 0 0 0、7,700円）」を購入し高齢者免許返納者へ交付することとしている。

そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 2,970 2,250 2,475 2,400 2,400

事業費 千円 2,970 2,250 2,475 2,400 2,400

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

　65歳以上で運転免許証を自主返納された方に対し、かごしま共通乗車 　高齢運転者が交通死亡事故件数に占める割合が多い中で、市広報誌等
カードを交付した。被交付者の平均年齢は79.7歳で、男性は75歳、女性 で周知し、メリット制度を活用した自主返納者の増加を図ったことで、
は70歳を過ぎてから交付を受ける方が多くなっている。 高齢運転者による交通事故の未然防止と市内の公共交通の利用促進につ
　被交付者数は、H29が303人、H30が274人、R元が399人である。 ながった。
　　　　　　　　　　　　　自主返納者　　　　　　　ｶｰﾄﾞ受給者
横川署管内　　　　　　　　　81人　　　　　　　　　　　　46人
霧島署管内　　　　　　　　 522人 　　　　　　　　　　　353人
    合　計　 　　　　　　　603人　                     399人
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 総務部事務事業 事務01756 高齢者運転免許証自主返納支援事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
　高齢運転者が交通死亡事故件数に占める割合が多い中で、市広報誌

ＢＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
等で周知し、メリット制度を活用した自主返納者の増加を図ったこと
で、高齢運転者による交通事故の未然防止と市内の公共交通の利用促

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 進につながった。免許返納者から本事業に対する意見が寄せられたこ
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 とから令和２年より利用者アンケートを実施中であり、内容の見直し

を検討する。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　平成31年度の「県民の総力を上げて交通事故をなくす県民運動」の最重点として「高齢者の交通事故防止」
を掲げて関係機関が連携して取り組むこととしており、本市においても高齢者の交通事故防止の支援措置のひ
とつとして免許証自主返納制度に取り組む。
　なお、平成30年度から市が「かごしま共通乗車カード（利用可能額は、7,700円）」を購入し高齢者免許返（２）令和 2年度の改革改善の内容
納者へ交付することとしている。　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　交通事故件数は減少傾向にあるが、高齢者が関係する交通事故は依然として高い割合を示している。道路交
通法の改正により、75歳以上の高齢運転者の免許更新等の際の認知機能検査等が強化されているが、本市とし
ても高齢運転者の免許証自主返納を促進するために支援措置を継続する。なお、免許証返納後の交通移動手段
としてバス以外の支援等も含めて関係部署と検討を進める必要がある。（３）令和 3年度の方向性

　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 総務部事務事業 事務01756 高齢者運転免許証自主返納支援事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費              2,475              2,400              2,400

消 耗 品 費              2,475              2,400              2,400
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             2,475              2,400              2,400計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              2,475              2,400              2,400
計              2,475              2,400              2,400

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       2,250
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0         225
予算合計            0       2,475

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 総務部事務事業 01757 交通事故抑止対策事業事務事業名番号 担当課 安心安全課
政策名 002 くらし（みどりあふれる快適で暮らし続けたいまちづくり） 担当課長 石神　修
施策名 006 市民生活の安全性の向上 グループ 交通防犯グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 交通安全対策の推進 内線番号 1161
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 02 総務費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成23年度期間
項 01 総務管理費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 16 交通防犯対策費  根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
霧島市における平成22年中の交通事故死亡者数10名中、高齢者数６名うち夜間歩行時中４名であったことから、緊急的に対策を検討し、高齢者の
夜間歩行時の事故抑止対策として夜光反射材を23年度では該当者全員へ配布することとした。
24年度以後においては、高齢者は下記の対象者へ配布し、また、中学生に対してもタスキ型夜光反射材を配布し、登下校時の事故抑止を図ってい
く。平成28年度からランドセルカバーの配布を本事業で行う。（前年度までは、交通安全対策総務管理事務事業で実施）
対象者等
・基準日において65歳に到達する高齢者　キャッチバンド型（1人2本）
・中学校新入学生　　　タスキ型（1人1枚）
・小学校新入学児童　　ランドセルカバー（１人１枚）

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

高齢者夜光反射材配布数（1人2本） 本ア 3,514 4,000 3,562 4,000 4,000
中学生夜光反射材配布数（1人1枚） 枚イ 1,220 1,300 1,220 1,300 1,300

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）
交通弱者数（小・中学生、65歳以上の高齢
者） 人数 人ア 45,409 45,000 44,924 45,000 45,000

イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

交通事故に遭わなくなる 交通事故死傷者数 人ア 844 830 696 750 700
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　交通安全意識の高揚を図るために、年齢層に応じた交通安全教室を開催するとともに、警察及び各種団体と連携した交通安全キャンペーンや交
通立哨等を積極的に実施します。
　特に、高齢者の交通事故が多発していることから、高齢運転者の免許証の自主返納を促進するとともに、高齢歩行者が犠牲となる事故を防止す
るため、夜光反射材の着用等を推進します。
　また、道路反射鏡、防護柵等の交通安全施設の整備など道路環境の充実を図り、交通事故が起こりにくい環境整備に努めます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　子どもと高齢者の交通事故防止を重点的に取り組んでおり、自分の身

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0を守るためには、夜光反射材の着用が有効であることを交通安全教室等
で周知する。なお、交通事故件数等が減少傾向にある中で、高齢者の占 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0める割合は増加しており、高齢者を対象に反射材効果の実感できる体験
型の講習等も実施する。 地 方 債 千円 0 0 0 0 0

そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 277 562 267 283 283

事業費 千円 277 562 267 283 283

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

　民生委員の協力を得て、令和元年度で65歳に到達される市民に夜光反 　交通死亡事故者の発生は０件であり交通事故の発生件数は前年より減
射材（キャッチバンド型）を1人2枚配布し、チラシ配布により着用推進 少した。
を図り、高齢者の夜間歩行時の交通死亡事故の抑止に努めた。 　新中学生の蛍光タスキ配布は、登下校時に着用して交通安全対策がで
　また、中学生の夜間時の交通安全対策として、夜光反射材（タスキ型 きた。
）を新入学時に配布した。 　新入学児童のランドセルカバーについては、前年度に引き続き生協か
　新入学児童の登下校時の交通安全のためにランドセルカバーを配布し ら無償提供を受けたことでコストが削減できた。
た。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 総務部事務事業 事務01757 交通事故抑止対策事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
　子どもと高齢者の交通事故防止を重点的に取り組んでおり、自分の

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
身を守るためには、視認性を高める夜光反射材の着用が有効であるこ
とから引き続き取り組む必要がある。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　子どもと高齢者の交通事故防止を重点的に取り組んでおり、自分の身を守るためには、夜光反射材の着用が
有効であることを交通安全教室等で周知する。なお、交通事故件数等が減少傾向にある中で、高齢者の占める
割合は増加しており、高齢者を対象に反射材効果の実感できる体験型の講習等も実施する。

（２）令和 2年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　交通弱者といわれる歩行者等の交通事故防止のために、夜光反射材が有効であることを周知し着用の徹底を
図る。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 総務部事務事業 事務01757 交通事故抑止対策事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                267                283                283

消 耗 品 費                258                273                273
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  9                 10                 10
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               267                283                283計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                267                283                283
計                267                283                283

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         562
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0        -225
予算合計            0         337

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 総務部事務事業 01758 防犯協会運営支援事業事務事業名番号 担当課 安心安全課
政策名 002 くらし（みどりあふれる快適で暮らし続けたいまちづくり） 担当課長 石神　修
施策名 006 市民生活の安全性の向上 グループ 交通防犯グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 防犯対策の推進 内線番号 1161
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 02 総務費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成 6年度期間
項 01 総務管理費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 16 交通防犯対策費  根拠法令・条例等 霧島市安心安全まちづくり条例等

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　犯罪のない明るく住みよい霧島市の実現のため、防犯活動を推進している霧島地区防犯協会及び北姶良地区防犯組合連合会に対し補助金を交付
する。
　霧島地区防犯協会及び北姶良地区防犯組合連合会は、防犯活動を推進している任意団体で、事務局は霧島・横川の各警察署内にある。
　主な活動として、自主防犯パトロール隊による地域活動、夏まつりでの合同街頭パトロール、防犯に関する啓発・情報の提供（かけはし、安全
のしるべ広報誌、子ども安全連絡表、犯罪発生状況等）、全国地域安全運動の推進、街頭キャンペーン、青少年の健全育成事業（「防犯柔道大会
」「防犯少年綱引き大会」）、市・警察合同による「霧島市あんしん・あんぜん検定」など。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

負担金を交付した団体数 団体ア 2 2 2 2 1
霧島市あんしん・あんぜん検定の受検者数 人イ 207 250 209 250 250

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 人口 人ア 124,785 126,230 124,367 126,490 123,908
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

防犯意識を高める 防犯を意識した行動をとっている市民の割合％ア 0 0 0 0 0
犯罪被害にあわないようにする刑法犯認知件数 件イ 582 550 463 500 450

ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　警察や防犯協会等の関係機関との連携や「霧島市あんしん・あんぜん検定」の継続的な実施を通じ、防犯に関する情報発信や意識啓発を図り、
「自らの安全は自らで守る」、「地域の安全は地域で守る」という防犯意識の高揚を図ります。
　また、防犯パトロール隊の自主的な活動を支援することで、地域の防犯力を高めるとともに、防犯設備（防犯灯・安全灯等）の計画的な整備を
行うことにより、犯罪の起きにくい環境整備に努めます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　警察署、防犯協会と連携し、各種の防犯対策に取り組むことにより、

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0地域住民の防犯に対する意識高揚を図り、さらなる刑法犯
罪認知件数を減少させることに努める。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 7,266 7,229 7,228 6,023 6,023

事業費 千円 7,266 7,229 7,228 6,023 6,023

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

　霧島地区防犯協会では、多発している万引きと自転車盗の未然防止対 　各種取り組みにより、地域住民の防犯に対する意識高揚が図られ、積
策として、大型店舗等におけるキャンペーンやパトロール警戒、駐輪場 極的にキャンペーン等に参加して頂いた。
における自転車防犯診断を実施し、地域住民の防犯に対する意識高揚を
図った。
　北姶良地区防犯組合連合会では、「安全で安心して生活できる地域づ
くり」を目指して、各関係機関と連携を深めながら各種事業を推進した
。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 総務部事務事業 事務01758 防犯協会運営支援事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
　犯罪のない明るい社会実現を目指すため、霧島地区防犯協会（旧国

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
分地区防犯組合連絡協議会）は昭和49年に設立され負担金の交付を開
始した。刑法犯の認知件数は霧島市発足時の平成17年は、1,464件で

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 あったが年々減少してきていることから、継続して取り組む必要があ
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 る。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　警察署、防犯協会と連携し各種の防犯対策に取り組むことにより、地域住民の防犯に対する意識高揚を図り
、さらなる刑法犯罪認知件数を減少させることに努める。

（２）令和 2年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　防犯活動は継続した恒常的な取組みが必要であり、当団体と連携し、地域住民の防犯意識を高揚させるため
に、各種の防犯活動対策に取り組むことにより、さらなる刑法犯罪認知件数の減少につながるように努めるこ
とにより、安全で安心なまちを目指す。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 総務部事務事業 事務01758 防犯協会運営支援事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金              7,228              6,023              6,023
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             7,228              6,023              6,023計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              7,228              6,023              6,023
計              7,228              6,023              6,023

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       7,229
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       7,229

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0

IP27P042



令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 総務部事務事業 01761 危険廃屋解体撤去工事補助事業事務事業名番号 担当課 安心安全課
政策名 002 くらし（みどりあふれる快適で暮らし続けたいまちづくり） 担当課長 石神　修
施策名 004 地域特性に応じた魅力ある空間の形成 グループ 防災グループ

予
算
科
目

基本事業名 004 空き家対策の推進 内線番号
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 09 消防費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）□期間
項 01 消防費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）平成23年度 ～ 平成31年度■
目 04 水防防災費  根拠法令・条例等 霧島市危険廃屋解体撤去工事補助金交付要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 空き家対策基本法

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　本事業は、市内に点在する危険廃屋に対して、解体、撤去及び処分に要する経費の一部を補助するものである。
　これまで瓦礫の落下や倒壊の恐れがある危険廃屋に対して、管理者に面接もしくは文書により指導を行ってきたが、管理者が特定しがたい物件
や経済的な理由等により、解体・撤去が進まないのが現状である。また、国内の総人口はが減少傾向にあり、空家物件の増加に伴い危険廃屋の増
加も予想される。
　そこで危険廃屋の解体・撤去及び処分について、一定の要件を満たすものに限り、経費の一部を支援することで、解体等を円滑に進め、周囲に
危険を及ぼすおそれのある危険廃屋を解体・撤去することで市民の生命・財産を守る安心安全で魅力あるまちづくりを図る。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

危険廃屋と判定された棟数 棟ア 39 39 20 0 0
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

危険廃屋 補助金申請のあった件数 件ア 23 23 9 0 0
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

解体、撤去する。 申請のあった件数のうち解体、撤去された件
数 件ア 23 23 9 0 0

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　危険廃屋の解体撤去に関する補助制度の周知を強化し、危険廃屋の撤去を促進し、周辺住民の安全を確保します。
　また、空き家バンク制度の充実を図り、所有者への活用促進と、必要とする方々への情報提供を行い、空き家の有効活用を推進します。
　さらに、管理不全の空き家の所有者に対する指導等を実施することで、適正な管理を促します。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

建築指導課と連携しながら制度の周知に努め、危険廃屋が周囲に及ぼす

事
業
費

国庫支出金 千円 750 750 750 0 0影響を説明しながら、1件でも多く危険廃屋の解体・撤去につなげる。
また、空き家対策基本方針にもあるように窓口の一本化に向けて協議を 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0進めていく。

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 4,545 3,750 1,688 0 0

事業費 千円 5,295 4,500 2,438 0 0

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

建築指導課と連携を取りながら、危険廃屋の撤去に係る補助制度の説明 相談があった45件のうち、制度該当件数が20件あり、このうち9件につ
や危険廃屋が周囲へ及ぼす影響について説明を行い、平成３１年度（令 いては、補助制度を活用し危険廃屋が撤去され、危険廃屋周囲の市民の
和１年度）は市内で45件の相談があった。この45件のうち制度に該当し 安全性が図られた。
た件数が20件あり、9件がこの事業を活用し、危険廃屋の撤去を行った
。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 総務部事務事業 事務01761 危険廃屋解体撤去工事補助事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

■ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
本事業の主旨は市内の安全対策であり、対象は「周囲に危険を及ぼす

ＣＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
可能性のある廃屋」のみであったが土地の有効利用を図るなど制度の
目的を見直し、令和２年度から所管替えを行い、新たな制度として実

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 施することとなった。よって、本事業は令和１年度末で廃止する。
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦ レの方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）令和 2年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名 総務部　部長　　橋口　洋平
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦ レの方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
空家対策の主務課である建築指導課と協議が整い、建築指導課に本補助事業を移管し、窓口の一本化を図るこ
とができた。今後は市民に混乱が起きないよう、周知・広報に努めていただきたい。

（２）総評（２）総評
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担当部 総務部事務事業 事務01761 危険廃屋解体撤去工事補助事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金              2,438                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             2,438                  0                  0計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                750                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              1,688                  0                  0
計              2,438                  0                  0

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       4,500
国庫支出金 社会資本整備総合交付金補正予算          750           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       4,500

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計          750

IP27P042



令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 総務部事務事業 01762 災害時備蓄品整備事業事務事業名番号 担当課 安心安全課
政策名 002 くらし（みどりあふれる快適で暮らし続けたいまちづくり） 担当課長 石神　修
施策名 005 危機管理・防災力の充実と防災意識の向上 グループ 防災グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 災害に強い防災基盤の整備と災害復旧対策の推進 内線番号
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 09 消防費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）□期間
項 01 消防費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 04 水防防災費  根拠法令・条例等 災害対策基本法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市地域防災計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　災害時の備蓄品として、水防用資材、水防用器材、食糧などを備蓄している。
＜令和2年5月1日現在の備蓄品＞
・水防用資材・・・9種（土のう袋類、布シート（蓆）・ビニールシート、ロープ（縄・ナイロン）、鉄線、丸太、木杭、土のう、かます）
・水防用器材・・・13種（掛矢、のこぎり、ツルハシ、スコップ、鉈、ペンチ、鎌、おの、ハンマー、一輪車、はしご、発電機、照明器具）
・毛布・・・268枚・食糧・・19種16,168食（ご飯類、パスタ、パン）
＜参考＞食糧の供給については、霧島市地域防災計画（第2編第2章第20節)では、「災害時には、住居の浸水や消失及びライフラインの途絶等に
より、食糧の確保が困難な状況となり、一部では、その状態が長期化するおそれがある。このため、迅速に食糧を調達し、被災者に供給する。」
とあり、実施責任者は「災害時における被災者及び災害応急対策員等に対する食料の調達供給は市長が行うとなっている。食糧・資機材の具体的
な整備についての指針とするため霧島市災害時備蓄品等整備計画を策定中である。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

備蓄食糧数 食ア 11,730 11,400 16,168 11,400 12,846
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

食料品 種類 種ア 19 19 19 19 19
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

備蓄 食糧数 食ア 11,730 11,400 16,168 11,400 12,846
イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　災害から市民の生命・財産を守るため、災害危険箇所の整備や治水対策をはじめとした各種防災事業を推進するとともに、災害発生・災害予測
時に、防災情報を市民へスムーズに伝えるため、伝達方法の拡充等の環境整備を図ることにより、災害に強い防災基盤の整備に努めます。
　また、災害発生後においては、被災箇所の被害拡大や二次災害の防止に努めるとともに、早期復旧を図ります。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

県が示した災害時の避難想定人数の3食分を目標に食糧品の備蓄を行う

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0。また、必要な資器材の補充を行い、災害に備える。
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 100 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 271 2,409 2,407 2,788 2,788

事業費 千円 371 2,409 2,407 2,788 2,788

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

R1年度購入備蓄食糧品 令和１年度は期限切れとなる食糧がミルク及びご飯類だった。期限切れ
　・ミルク（アレルゲン含む）　　38缶 の備蓄食糧品を買い足すことで、災害に備えることができた。
　・ご飯類 2,750食　　麺類 1,200食　　パン類 1,272食 計画的な備蓄品管理の指針とするため、霧島市災害時備蓄品等整備計画
霧島市災害時備蓄品等整備計画を策定中 を策定することとした。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 総務部事務事業 事務01762 災害時備蓄品整備事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

■ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
大規模災害時、食糧や必要物資の確保は市民のいのちを守る上で必要

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
不可欠であることから、一定以上の公的備蓄品の整備は市の責務であ
る。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ① レ
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
策定する霧島市災害時備蓄品等整備計画に基づき、食糧品やその他必要な資機材等ついて3日分を目標に備蓄
費の整備を行い、災害に備える。

（２）令和 2年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

引き続き、霧島市災害時備蓄品等整備計画に基づき、食糧品やその他必要な資機材等ついて3日分を目標に備
蓄費の整備を行い、災害に備える。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ① レ
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
常時、想定最大避難者数３，８００人の１日分である１１，４００食以上を確保することができた。喫緊の課
題であった霧島市災害時備蓄等整備計画が策定されたため、今後は本計画に沿って備蓄品等の整備を行ってい
ただきたい。

（２）総評（２）総評
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担当部 総務部事務事業 事務01762 災害時備蓄品整備事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費              2,407              2,788              2,788

消 耗 品 費                698                700                700
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費              1,709              2,088              2,088
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             2,407              2,788              2,788計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              2,407              2,788              2,788
計              2,407              2,788              2,788

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       2,409
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       2,409

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 総務部事務事業 01764 防災行政無線運営事業事務事業名番号 担当課 安心安全課
政策名 002 くらし（みどりあふれる快適で暮らし続けたいまちづくり） 担当課長 石神　修
施策名 005 危機管理・防災力の充実と防災意識の向上 グループ 防災グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 災害に強い防災基盤の整備と災害復旧対策の推進 内線番号
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 09 消防費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成 2年度期間
項 01 消防費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 04 水防防災費  根拠法令・条例等 災害対策基本法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市地域防災計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　防災行政無線（災害などから住民を守るために、防災情報などを無線を利用して住民に伝えるための設備）の整備や維持管理及び防災行政無線
を自治会や地区自治自治公民館が保有している地域コミュニティ無線に接続することで防災情報を家庭へ直接伝えることができる環境を整え、災
害へ対応できる能力を維持する。

・平成22年度から平成26年度にかけて防災行政無線屋外拡声子局222基及びモーターサイレン5基（屋外拡声子局1基併用含む）を設置
・平成26年度から平成28年度にかけてコミュニティ無線と防災行政無線との接続を実施
※今後は新たにコミュニティ無線が整備された地区や既に整備されている地区で賛同を得られた自治会や地区自治公民館のコミュニティ無線と防
災行政無線を接続する。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

コミュニティ無線と防災行政無線との接続地区 地区ア 1 1 0 1 1
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

全世帯数 全世帯数 世帯ア 55,235 58,603 55,678 58,759 55,473
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

防災情報を伝達する 屋外拡声子局により防災情報が伝達されてい
る世帯数 世帯ア 55,235 58,603 55,678 58,759 55,473

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　災害から市民の生命・財産を守るため、災害危険箇所の整備や治水対策をはじめとした各種防災事業を推進するとともに、災害発生・災害予測
時に、防災情報を市民へスムーズに伝えるため、伝達方法の拡充等の環境整備を図ることにより、災害に強い防災基盤の整備に努めます。
　また、災害発生後においては、被災箇所の被害拡大や二次災害の防止に努めるとともに、早期復旧を図ります。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

コミュニティ無線と防災行政無線との接続は平成２８年度でひととおり

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0完了した。今後は新たにコミュニティ無線が整備された地区や既に整備
されている地区で賛同が得られた自治会や地区自治公民館と防災行政無 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0線の接続を進めていく。また、防災行政無線の維持管理を適正に行い、
防災情報を迅速かつ確実に伝達できる環境を常時維持する。 地 方 債 千円 1,600 0 0 0 0

そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 52,721 52,672 49,538 49,594 49,594

事業費 千円 54,321 52,672 49,538 49,594 49,594

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

・市民に対し災害情報の確実な伝達は必須であるため、整備されている コミュニティ無線と防災行政無線を接続することで防災情報を各家庭で
防災行政無線施設について、常に十分な機能を発揮できるように保守管 聞くことができるようになり、地区の住民に対し、本市より一元化され
理を徹底した。 た防災情報等を速やかに、かつ正確に伝達することが可能となった。一

方、警察からの依頼に基づき、行方不明者に関する情報提供協力の呼び
かけも行っており、早期発見の一助となっている。防災行政無線との接
続については平成２８年度で一通り事業は終了した。今後は新たに整備
された地区や既に整備されている地区で賛同を得られた地区のコミュニ
ティ無線に防災行政無線を接続していく。また、災害情報の確実な伝達
のため、保守管理を徹底する。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 総務部事務事業 事務01764 防災行政無線運営事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

■ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

□ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
防災行政無線は本市の防災情報伝達手段として基幹となるものであり

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
、迅速且つ正確に防災情報を市民へ伝えることが必要であることから
本事業は本市防災行政には不可欠である。防災行政無線と地域コミュ

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 ニティ無線との接続は現時点では概ね完了しており、事業としては既
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 存施設の保守管理が主な業務となることから今後も継続的な取り組み

を行う、

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
コミュニティ無線と防災行政無線との接続は平成２８年度でひととおり完了した。今後は新たにコミュニティ
無線が整備された地区や既に整備されている地区で賛同が得られた自治会や地区自治公民館と防災行政無線の
接続を進めていく。また、防災行政無線の維持管理を適正に行い、防災情報を迅速かつ確実に伝達できる環境
を常時維持する。（２）令和 2年度の改革改善の内容
また、移動系防災無線については、電波法上アナログからデジタルへの切り替えの必要があることから、既存　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）
のシステムを廃止し、防災アプリの機能を活用する方向でアプリを開発・整備していく。

引き続き、新たにコミュニティ無線が整備された地区や既に整備されている地区で賛同が得られた自治会や地
区自治公民館と防災行政無線の接続を進めていく。また、設備の適正な維持管理に努め、防災情報を市民へ確
実に伝達できる環境を常時維持していく。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 総務部事務事業 事務01764 防災行政無線運営事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  2                  5                  5
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費             10,619             11,392             11,392

消 耗 品 費                 10                 29                 29
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費              4,194              4,103              4,103
修 繕 料              6,415              7,260              7,260
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費              2,655              2,728              2,728
通 信 運 搬 費              2,327              2,397              2,397
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                328                331                331

１３ 委 託 料             35,281             34,290             34,290
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                 76                 77                 77
１５ 工 事 請 負 費                  0                500                500
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                905                602                602
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

            49,538             49,594             49,594計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源             49,538             49,594             49,594
計             49,538             49,594             49,594

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      52,672
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0        -253
予算合計            0      52,419

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 総務部事務事業 01767 自主防災組織育成事業事務事業名番号 担当課 安心安全課
政策名 002 くらし（みどりあふれる快適で暮らし続けたいまちづくり） 担当課長 石神　修
施策名 005 危機管理・防災力の充実と防災意識の向上 グループ 防災グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 自助・共助を主体とした地域防災力の強化 内線番号
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 09 消防費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成 6年度期間
項 01 消防費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 04 水防防災費  根拠法令・条例等 災害対策基本法

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市地域防災計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　地域住民にとって、防災とはそれぞれの生命、身体、財産を守る上で最も基本的な問題であり、自分達の地域は自分達で守ろうという連帯意識
がなければならない。このような連帯意識を醸成し地域の防災力を高めるために、既設の自主防災組織や地区自治公民館等を核にした防災対策を
充実させるための活動の支援を行う。

　※自主防災組織の活動
　（平常時）
　　　・防災知識の普及（出前講座の要請等）　・市民参加型の防災訓練の実施　・自主防災訓練の支援
　　　・火気使用設備器具等の点検　・防災資機材の備蓄
　（災害時）
　　　・情報の収集　・出火防止、初期消火　・避難行動　・避難者支援

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

自主防災組織等により実施された防災訓練等の回数 回ア 3 4 4 4 4
防災出前講座実施回数 回イ 32 32 32 32 32

ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市民 人口 人ア 124,785 126,230 124,367 124,181 123,908
自治会 世帯数 世帯イ 55,235 58,603 55,678 55,595 55,473

ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
自主防災組織に対する認識を深め、正しい
防災知識を身につけてもらう。 自主防災組織の加入世帯 世帯ア 55,235 58,603 55,678 58,759 0

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　地域の連帯感や防災意識の高揚を図るため、出前講座や防災訓練等を通じて、子どもを含む幅広い年齢層に対して、災害時の対応行動や防災知
識の普及啓発を行うなど、防災対策の充実を図ります。
　また、消防団員の高齢化等に伴い、消防団員の確保が喫緊の課題となっていることから、特に、若者や女性の消防団への加入促進等を通じ、担
い手の確保と消防団活動の活性化を図ります。
　さらに、がけ地に近接するなど、危険な場所にある住宅の移転促進を図るため、移転に関する支援制度の周知に努めます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

自主防災組織の組織率は高いものの、各組織間での活動には差があり、

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0このことは地域の防災力にも比例してくるので、防災出前講座等の事業
を行いながら、自主防災組織の活性化に繋げていく。 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 161 171 146 171 171

事業費 千円 161 171 146 171 171

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

・防災出前講座開催回数（地区別）及び受講者数（延べ人数） ・防災出前講座を実施し、昨年度を上回る方に受講していただき、多く
　〇開催回数：国分16、溝辺0、横川0、牧園3、霧島1、隼人10、福山2 の方に防災の知識を身につけてもらうことができた。また、災害や防災
　〇受講者数：2,085人 への認識を深めてもらうことができた。
・自主防災組織による防災訓練の支援（4回：新川、広瀬、重久、野口 ・自主防災組織による防災訓練の支援を行うことで自主防災組織におけ
） る自助、共助の重要性について関心を高めてもらうことができた。
・地区防災計画策定の支援（新川地区） ・新川地区で防災計画策定支援を行い、防災に対する連帯意識の醸造と
・防火防災訓練災害補償等共済加入 地域に即した具体的な地区防災計画の策定ができた。

・防火防災訓練災害補償等共済保険へ加入することで安心して自主防災
組織による訓練に市民の方が参加することができた。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 総務部事務事業 事務01767 自主防災組織育成事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

■ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
地域住民にとって、防災とはそれぞれの生命、身体、財産を守る上で

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
最も基本的な問題であり、自分達の地域は自分達で守ろうという連帯
意識がなければならない。このような連帯意識を醸成し地域の防災力

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 を高めるためには、既設の自主防災組織や地区自治公民館等を核にし
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 た防災対策活動の支援は非常に重要である。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
自主防災組織の組織率は高いものの、各組織間での活動には差があり、このことは地域の防災力にも比例して
くるので、防災出前講座等の事業を行いながら、自主防災組織の活性化に繋げていく。

（２）令和 2年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

危険箇所として県が指定している地域を中心に、出前講座の活用を周知しながら自主防災組織の活性化を図る
。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 総務部事務事業 事務01767 自主防災組織育成事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  5                 30                 30
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                 16                 16                 16

消 耗 品 費                 16                 16                 16
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                125                125                125
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                125                125                125

１３ 委 託 料                  0                  0                  0
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               146                171                171計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                146                171                171
計                146                171                171

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額         171
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0          -8
予算合計            0         163

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 総務部事務事業 01770 火山活動対策事業事務事業名番号 担当課 安心安全課
政策名 002 くらし（みどりあふれる快適で暮らし続けたいまちづくり） 担当課長 石神　修
施策名 005 危機管理・防災力の充実と防災意識の向上 グループ 防災グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 災害に強い防災基盤の整備と災害復旧対策の推進 内線番号 1151
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 09 消防費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成23年度期間
項 01 消防費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 05 災害対策費  根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 霧島市地域防災計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
近年活発化している桜島や霧島山（新燃岳）の火山活動に備え、地域住民や観光客等の安全を確保するため、以下の対策を実施する。
　①霧島山周辺の３小学校の新１年生に、噴石から身を守るためのヘルメット配布
　②市道等の降灰除去作業
　③噴火した場合に緊急避難できる避難壕の設置
　※このほか、火山の降灰観測、環境調査業務や立入規制看板の設置等を行う。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

ヘルメットの配布数 個ア 35 35 38 35 0
市道の降灰除去（市道延長） ｋｍイ 0 14 0 14 0
避難壕の設置数 基ウ 0 0 0 0 0

（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

霧島山周辺小学校の新１年生 新１年生の人数 人ア 35 35 38 35 0
降灰被害のあった市道 降灰除去を要する市道の延長 ｋｍイ 0 14 0 14 0
避難壕 収容人数（１m2：２人） 人ウ 0 0 0 0 0

④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）

登下校時に噴石から身を守る 登下校時の噴火による小学生の負傷者人ア 0 0 0 0 0
交通の障害となる降灰を除去する除去した降灰の量 m3イ 0 0 0 0 0
噴火時に緊急避難できる施設を整備する 爆発的噴火の回数 回 2 0 0 0 0ウ

（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　災害から市民の生命・財産を守るため、災害危険箇所の整備や治水対策をはじめとした各種防災事業を推進するとともに、災害発生・災害予測
時に、防災情報を市民へスムーズに伝えるため、伝達方法の拡充等の環境整備を図ることにより、災害に強い防災基盤の整備に努めます。
　また、災害発生後においては、被災箇所の被害拡大や二次災害の防止に努めるとともに、早期復旧を図ります。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

新燃岳が平成２３年以来噴火したものの、大きな被害が無かったため事

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0業費の執行は少なかったが、本事業は災害が発生した時にすぐに対応す
るための事業費であることから、火山の噴火等が起きた場合、早急な対 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0応ができるように万全の体制を整えておく必要がある。

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 6,016 10,991 1,934 5,458 5,458

事業費 千円 6,016 10,991 1,934 5,458 5,458

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

・霧島山周辺の３小学校の新１年生に、噴石から頭部を守るためのヘル ・霧島山周辺の３小学校の新１年生に噴石から頭部を守るためのヘルメ
メットを配布（38人） ットを配布することにより、登下校時の子供たちの安全を図ることがで
・霧島山火山監視システム保守点検 きた。
・環境調査の実施 ・霧島山火山監視システムの保守業務を実施することでシステムが正常

に稼動し、霧島山の監視を行い非常時に備えることができた。
・新燃岳の火山活動が活発なため、火山ガスの観測を２箇所で行うこと
で新燃岳から５キロ圏内の住民の安全が図られた。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 総務部事務事業 事務01770 火山活動対策事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

■ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
令和元年度末現在では霧島山（新燃岳）の状況は噴火警戒レベル２で

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
はあるが、依然として活発な火山活動が観測されている。本事業は災
害が発生した時にすぐに対応するための事業費であることから、火山

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 の噴火等が起きた場合、早急な対応ができるように万全の体制を整え
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 、そのための対策を講じる必要がある。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
本事業は新本事業は災害が発生した時にすぐに対応するための事業費であることから、火山の噴火等が起きた
場合、早急な対応ができるように万全の体制を整えておく必要がある。

（２）令和 2年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

引き続き、霧島山の噴火等の発生に対応するため対策を講じる。
令和元年度末現在では霧島山（新燃岳）の状況は噴火警戒レベル２で、依然として活発な火山活動が観測され
ており、今後も火山活動に注視し警戒する必要がある。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 総務部事務事業 事務01770 火山活動対策事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                 14                 14
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                 88                 81                 81

消 耗 品 費                 88                 81                 81
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料              1,646              5,159              5,159
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                 46                 50                 50
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                154                154                154
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             1,934              5,458              5,458計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源              1,934              5,458              5,458
計              1,934              5,458              5,458

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額      10,991
補正予算        5,458           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0      10,991

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 総務部事務事業 01771 災害時重機借上事業事務事業名番号 担当課 安心安全課
政策名 002 くらし（みどりあふれる快適で暮らし続けたいまちづくり） 担当課長 石神　修
施策名 005 危機管理・防災力の充実と防災意識の向上 グループ 防災グループ

予
算
科
目

基本事業名 001 災害に強い防災基盤の整備と災害復旧対策の推進 内線番号
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 09 消防費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 平成17年度期間
項 01 消防費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 05 災害対策費  根拠法令・条例等 災害復旧重機借上料及び仮復旧に対する原材料支給要綱

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
　災害によって、裏山等が崩れ宅地に土砂等が流入した場合などに、その土砂を除去するために使用した重機の借上料や被害拡大防止のために購
入する必要な原材料（ビニールシート、土のう袋等）について、市が負担する。
　事務手続きとしては、災害の被害にあった世帯からの要請を受け自治会長等が本庁または支所で申請を行う。支給要件として地区内に自主防災
組織が結成されていること、2次災害により他人の人家等へ被害が拡大する恐れのあるもの、復旧には自治会等がボランティアで関わることなど
が定められている。　上限は、重機１日３台、最大５日間まで。
　大規模な内水氾濫時の際、国土交通省より無償借上げしたポンプ車を活用した排水活動を行うなど、柔軟な災害対応が可能な態勢を構築する。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

事業利用実績 件ア 1 5 11 5 5
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）
自主防災組織が結成されている地域内での
被災箇所（宅地等）

自主防災組織が結成されている地域内での被
災箇所数⇒申請件数 件ア 1 5 11 5 5

イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
復旧される（敷地内の土砂等の除去及び被
害拡大防止等による安全確保） 復旧できた件数／申請件数 ％ア 100 100 100 100 100

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　災害から市民の生命・財産を守るため、災害危険箇所の整備や治水対策をはじめとした各種防災事業を推進するとともに、災害発生・災害予測
時に、防災情報を市民へスムーズに伝えるため、伝達方法の拡充等の環境整備を図ることにより、災害に強い防災基盤の整備に努めます。
　また、災害発生後においては、被災箇所の被害拡大や二次災害の防止に努めるとともに、早期復旧を図ります。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

災害発生に伴い２次災害を防止するため市の支給規則に基づき支出して

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0おり、災害がなければ支出はないが、災害の発生が多い年又は大規模災
害が発生した年は支出が多くなるという性質の事業である。事業の改革 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0改善的なものはあまりないので、例年通りの事業執行に努める。

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 9 2,300 657 4,300 4,300

事業費 千円 9 2,300 657 4,300 4,300

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

大雨による被害により、重機借上8件、原材料支給を3件行った。 被災者から要望のあった事案については、迅速かつ適正に対応したこと
により、被害拡大防止に努めることができた。
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事
業(

成
果)

の
方
向
性

事
業(

成
果)

の
方
向
性

担当部 総務部事務事業 事務01771 災害時重機借上事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ ■結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ □間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

□ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

■ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
災害発生に伴い２次災害を防止するための事業であり、災害がなけれ

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
ば支出はないが、災害の発生が多い年又は大規模災害が発生した年は
支出が多くなるという性質の事業であり、市民の生命、財産の保護に

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討 つながることから必要な事業である。また、災害発生時には迅速かつ
Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討 有効な対応がとれるよう関係機関との連携体制の構築などの対応体制

の強化を図る必要がある。

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
重機借上げ及び原材料支給については、災害発生に伴い２次災害を防止するため市の支給規則に基づき支出し
ており、災害がなければ支出はないが、災害の発生が多い年又は大規模災害が発生した年は支出が多くなると
いう性質の事業であり、例年通りの事業執行に努める。また令和２年度より、大規模な内水氾濫時は、国土交
通省より借上げたポンプ車を活用した排水活動を行うなど、柔軟な災害対応が可能な態勢を構築する。（２）令和 2年度の改革改善の内容

　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

被災した宅地等の早急な復旧や国土交通省等との協力連携を円滑に行うことで、２次災害の防止につながり、
生命、財産の保護につながるため、災害発生時には迅速な対応がとれるよう万全を期す。また、事業の広報・
周知に努めたい。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評
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担当部 総務部事務事業 事務01771 災害時重機借上事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費                  0                  0                  0

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費                  0                  0                  0
修 繕 料                  0                  0                  0
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0              2,000              2,000
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                548              2,000              2,000
１５ 工 事 請 負 費                  0                  0                  0
１６ 原 材 料 費                109                300                300
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

               657              4,300              4,300計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0                  0                  0

一 般 財 源                657              4,300              4,300
計                657              4,300              4,300

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       2,300
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0           0
予算合計            0       2,300

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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令和 2年度 事務事業振返りシート （平成31年度　実施事業の振返り）
１．基本情報１．基本情報

担当部 総務部事務事業 02276 安全灯設置事業事務事業名番号 担当課 安心安全課
政策名 002 くらし（みどりあふれる快適で暮らし続けたいまちづくり） 担当課長 石神　修
施策名 006 市民生活の安全性の向上 グループ 交通防犯グループ

予
算
科
目

基本事業名 002 防犯対策の推進 内線番号 1161
会計 一般会計 単年度のみ□事業
款 02 総務費 単年度繰返 （開始年度　　　　　　　　　　　　　　～）■ 昭和17年度期間
項 01 総務管理費 期間限定複数年度（　　　　　　　　　　　　　　　　　）～□
目 16 交通防犯対策費  根拠法令・条例等 特になし

評価区分 標準評価 評価対象 １次評価 関連計画 特になし

２．事務事業の概要・目的・指標＜２．事務事業の概要・目的・指標＜DoDo＞＞
（１）事務事業の概要（１）事務事業の概要 （具体的なやり方、手順、詳細を記述）
生徒の通学路の安全を確保するため、主に集落間の明かりのないところに安全灯を設置する。
（事務概要）
・　市内各中学校からの設置要望書の取りまとめ事務や要望箇所の現地調査
・　設計・施工・入札業務（建設部建築住宅課が行う）
・　道路占有許可申請・NTT柱併設設置占有許可申請事務

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度
①活動指標①活動指標（事務事業の活動量） 単位 （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

安全灯の設置数 基ア 8 10 4 10 10
イ
ウ
（２）事務事業の目的（２）事務事業の目的
②対象②対象 ③対象指標③対象指標 （左記②対象の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（誰、何を対象にしているのか）大きさを表す指標） （実績） （見込） （実績） （見込） （見込）

市域 安全灯の設置要望箇所数 基ア 10 12 10 12 10
イ
ウ
④意図④意図 ⑤成果指標⑤成果指標 （左記④意図の 平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

単位（②対象をどうしたいのか） 達成度を表す指標） （実績） （目標） （実績） （目標） （目標）
夜間に安心して通行できるようにする新たに安全灯が設置された箇所数基ア 8 10 4 10 10

イ
ウ
（３）総合計画との関係（３）総合計画との関係
⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）⑥基本事業の目的、取組方針（総合計画より）
　警察や防犯協会等の関係機関との連携や「霧島市あんしん・あんぜん検定」の継続的な実施を通じ、防犯に関する情報発信や意識啓発を図り、
「自らの安全は自らで守る」、「地域の安全は地域で守る」という防犯意識の高揚を図ります。
　また、防犯パトロール隊の自主的な活動を支援することで、地域の防犯力を高めるとともに、防犯設備（防犯灯・安全灯等）の計画的な整備を
行うことにより、犯罪の起きにくい環境整備に努めます。

３．前年度の評価表に記載した課題３．前年度の評価表に記載した課題 30年度 31年度 2年度 3年度４．事業費の推移４．事業費の推移 単位
決算 当初予算 決算 当初予算 計画平成31年度の改善改革の内容（取り組むべき課題）

　
　
　
投
入
量

財
源
内
訳

　自治会等の維持管理（電気代等）の負担を理由に、住宅地域内での設

事
業
費

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0置要望もあるが、防犯灯での設置を理解してもらう。老朽化した蛍光灯
器具については、LED器具への交換を計画的に行い、光熱費のコスト削 県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0減に努める。

地 方 債 千円 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 2,400 2,600 0 2,600 0
一 般 財 源 千円 1,519 1,761 4,028 1,589 4,189

事業費 千円 3,919 4,361 4,028 4,189 4,189

５５..平成31年度の実績及び成果
（１）平成31年度の実績（取組）　＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ （２）平成31年度の成果　＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

　溝辺地区の溝辺中学校の通学路になっている場所に、4基の安全灯を 　明かりのない集落間の中学校の通学路等に安全灯を設置することで、
新設した。また、老朽化した蛍光灯器具のLED器具への交換を溝辺・横 通学時の安全を確保し、犯罪抑止につなげることができた。
川・牧園・霧島・福山の5地区を計画的に進めた。
　※新設については、電柱共架を基本に設置したことから当初の見込み
より設置数が減った。

　新設設置費　　　　　　　　　　 　　　572,000円
　修繕料（LED交換含む）　　　　　　　1,942,190円
　光熱水費（電気料）         　　　　1,514,283円
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方
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性

担当部 総務部事務事業 事務02276 安全灯設置事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

６．振返り＜６．振返り＜SEESEE（（checkcheck）＞）＞

Ａ
目
的
妥
当
性

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついていますか？ ・この事業をなぜ市が行わなければならないですか？
・税金を投入して達成する目的ですか？

① ②

■ □結びついている 市が実施すべき事業又は実施しなければならない事業である

□ ■間接的に結びついている 市が実施することは妥当である

□ □結びついていない 見直す必要がある

　
Ｂ
有
効
性

成果が向上する余地（可能性）はありませんか？ 廃止・休止の影響はありませんか？③ ④

■ ■向上する余地はかなりある 影響がある

□ □向上する余地はある程度ある 影響はある程度ある

□ □向上する余地はほとんどない 影響はほとんどない

　
Ｃ
効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？ ・事務事業の手段 ( やり方 ) を工夫することで、人件費 ( 延べ業務時間 ) を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？ ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？⑤ ⑥

■ ■削減できない 削減できない

□ □削減する余地はある程度ある 削減する余地はある程度ある

□ □削減できる 削減できる

Ｄ
公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
また、受益者負担の公平性が確保されていますか？⑦

■ 公平・公正である

□ 見直す必要がある

総合評価判定基準総合評価判定基準 総合評価総合評価 理由理由
　明かりのない集落間の中学校の通学路等に安全灯を設置することで

ＡＡ:継続して取り組むことが適当（やり方改善含む。）
、通学時の安全を確保し、犯罪抑止につながることから、継続して取
り組む必要がある。

Ｂ:事業規模・内容・実施主体の見直しの検討

Ｃ:事業の統合、休・廃止の検討

【参考】前年度の改革改善の方向性
< < 　　　　継続・やり方改善　　　　 > >７．１次評価結果　＜７．１次評価結果　＜PLANPLAN（（Action Action －－ Plan Plan）＞（組織決定））＞（組織決定）

拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③ レ
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性
　自治会等の維持管理（電気代等）の負担を理由に、住宅地域内での設置要望もあるが、防犯灯での設置を説
明し理解してもらう。老朽化した蛍光灯器具については、LED器具への交換を計画的に行い、光熱費のコスト
削減に努める。

（２）令和 2年度の改革改善の内容
　　（取り組むべき課題）　　（取り組むべき課題）

　中学生等の下校時の安全を確保するために、集落間の明かりのないところには、引き続き安全灯を設置する
。なお、既設の安全灯（蛍光灯）については、老朽化したLED器具から順次計画的に交換することで、光熱費
のコスト削減に努める。

（３）令和 3年度の方向性
　　（具体的な取組）　　（具体的な取組）

８．２次評価結果（担当部長評価）８．２次評価結果（担当部長評価） 評価者 職・氏名
拡　充 ④ ② ①
維　持 ⑤ ③
縮　小 ⑥（１）今後の事務事業の改革改善（１）今後の事務事業の改革改善

休廃止（統合含む） ⑦の方向性の方向性
皆　減 縮　小 維　持 拡　大

コスト投入（予算）の方向性

（２）総評（２）総評

IP27P041



担当部 総務部事務事業 事務02276 安全灯設置事業
番号 事業名 担当課 安心安全課

９．コストの推移９．コストの推移

（単位：千円） 平成31年度（決算） 令和 2年度（当初予算） 令和 3年度（計画）

０１ 報 酬                  0                  0                  0
０２ 給 料                  0                  0                  0
０３ 職 員 手 当 等                  0                  0                  0
０４ 共 済 費                  0                  0                  0
０５ 災 害 補 償 費                  0                  0                  0
０６ 恩 給 及 び 退 職 年 金                  0                  0                  0
０７ 賃 金                  0                  0                  0
０８ 報 償 費                  0                  0                  0
０９ 旅 費                  0                  0                  0
１０ 交 際 費                  0                  0                  0
１１ 需 用 費              3,456              3,589              3,589

消 耗 品 費                  0                  0                  0
燃 料 費                  0                  0                  0
食 糧 費                  0                  0                  0
印 刷 製 本 費                  0                  0                  0
光 熱 水 費              1,514              1,589              1,589
修 繕 料              1,942              2,000              2,000
賄 材 料 費                  0                  0                  0
飼 料 費                  0                  0                  0
医 薬 材 料 費                  0                  0                  0

１２ 役 務 費                  0                  0                  0
通 信 運 搬 費                  0                  0                  0
広 告 料                  0                  0                  0
手 数 料                  0                  0                  0
保 険 料                  0                  0                  0

１３ 委 託 料                  0                200                200
１４ 使 用 料 及 び 賃 借 料                  0                  0                  0
１５ 工 事 請 負 費                572                400                400
１６ 原 材 料 費                  0                  0                  0
１７ 公 有 財 産 購 入 費                  0                  0                  0
１８ 備 品 購 入 費                  0                  0                  0
１９ 負 担 金 補 助 及 び 交 付 金                  0                  0                  0
２０ 扶 助 費                  0                  0                  0
２１ 貸 付 金                  0                  0                  0
２２ 補 償 補 填 及 び 賠 償 金                  0                  0                  0
２３ 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料                  0                  0                  0
２４ 投 資 及 び 出 資 金                  0                  0                  0
２５ 積 立 金                  0                  0                  0
２６ 寄 附 金                  0                  0                  0
２７ 公 課 費                  0                  0                  0
２８ 繰 出 金                  0                  0                  0

             4,028              4,189              4,189計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金                  0                  0                  0
県 支 出 金                  0                  0                  0
地 方 債                  0                  0                  0
そ の 他                  0              2,600                  0

一 般 財 源              4,028              1,589              4,189
計              4,028              4,189              4,189

平成31年度 補正・流用状況 平成31年度 特定財源内訳

当初予算 区分 名称 金額       4,361
補正予算            0           0

           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0
           0           0

流用・充用            0         123
予算合計            0       4,484

           0平成31年度当初予算には平成30年度からの繰越分を含む

           0
           0
           0

合　計            0
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